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1939年のアメリカ連邦政府の組織
改革について、どのような経緯で
改革に着手し、どのような提案が
なされ、ローズベルト大統領が、
具体的にどのような改革を実行し
たかを、当時の資料に基づいて説
明している。大統領諮問委員会で
あるブラウンロー委員会が1936年
に行った提案を検討し、今日にお
いても重要な役割を果たしている
大統領府（Executive Office）中
心とした新しく設立された連邦政
府のトップ組織のあり方を、旧来
の組織と比較しつつ、委員会提案
との関係を検討し、今日的な意味
を明らかにしようとしている。12-
15p
わが国企業の行動を解明するパネ
ルデータを用いた動的パネル分析
に基づく一連の研究の中で、本稿
では、一般機械産業に属する企業
の行動を、設備廃棄政策を中心と
した経営行動から、設備投資政
策、雇用政策、OEM政策、営業利益
といった変数との関係を、Granger
因果関係を用いて解明している。
一般機械産業における企業の経営
行動として、設備廃棄政策が先行
決定として重要な位置にあること
が明らかになった。155-176p
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わが国企業の行動変化を探るため
に、上場企業全社、および、新興
市場上場企業全社についてのデー
タベースを用い、上場企業は、
1980年から2004年の期間につい
て、また、新興市場企業について
は、1987年から2004年の期間につ
いて、12のグループに区分した企
業グループごとに、それぞれ利
益・損失発生企業ごとに資産合
計、売上高、各種利益・損失など
の9項目について、集計値を計算し
て、その変化に基づいて、わが国
企業の行動変化を探ろうとするも
のである。経営行動の6つの側面か
ら見て、わが国企業の行動は、
1980年以降、1980年から1990年、
19991年から200年、2001年以降の3
期間に区分してみることが適当で
あろう。19-36p
本稿は、今後の一連の分析結果の開
示のための序章として、データ作成
についての方法と動的パネル分析実
行とその結果の詳細を示しておくこ
とが、その目的である。動的パネル
分析を実行するためには、パネル
データが必要となる。本稿では、ま
ず、通常の財務データベースから、
分析のためのパネルデータを構成す
る方法を示している。ついで、その
パネルデータを用いて、TSPによる
動的パネル分析を実行している。そ
のためのTSP プログラムを示し、実
行結果を詳細に明らかにしている。
これは、Granger 因果関係を、多変
量VARモデルによって明らかにしよ
うとする方法の提示である。このプ
ログラムを実行できるようにするた
めに、資料として、プログラムリス
トを掲載した。そして、この分析結
果に基づいて、開示する要約表と図
を示している。この表と図によっ
て、変数間のGranger 因果関係を明
らかに示すことができるようにな
る。最後に、分析に用いている日本
投資政策銀行の企業財務データバン
クで用いられている業種分類のリス
トを掲示している。これは、今後の
一連の分析が、業種に基づくもので
あり、業種分類を明確にすることに
よって、無用の混乱を避けるためで
ある。今後開示していく分析結果
は、すべてこれに基づいて実行した
結果である。
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1939年のアメリカ連邦政府の組織
改革について、どのような経緯で
改革に着手し、どのような提案が
なされ、ローズベルト大統領が、
具体的にどのような改革を実行し
たかを、説明した。大統領諮問委
員会であるブラウンロー委員会が
1936年に行った提案を検討し、今
日においても重要な役割を果たし
ている大統領府（Executive
Office）中心とした新しく設立さ
れた連邦政府のトップ組織のあり
方を、旧来の組織と比較しつつ、
委員会提案との関係を検討し、今
日的な意味を明らかにしようとし
た。
今日のわが国の政治状況は、アメ
リカのローズベルト大統領の時代
に実行されたことをなぞっている
ようにみえることを、ローズベル
ト時代の状況に重ねてみている。
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